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会社概要 

• 名称      皆成建設株式会社   

• 創立      昭和５３年 ８月１０日 

• 資本金     ３，０００万円  

• 代表取締役  南 達哉 

• 従業員     ５１人（平成24年5月31日現在） 

• 本社所在地  宮城県仙台市若林区 

                 六丁の目元町2-16 
 



会社概要 

本社(仙台市若林区） 

クレバリーホーム 
仙台東店 

クレバリーホーム 
郡山店 

▼拠点 



ＢＣＰ導入までの経緯 



 
 

確率論から見た地震発生 

地震は必ず起きる !! 



２００９年１０月 
BCPの導入を考えた 

• 緊急時企業継続計画書を策定
することからスタートしよう!! 

• ２０１０年３月策定 



１．ＢＣＰ策定・運用の目的 

地域の活力 
を守る 

事業の継続 
早期復旧に 
努める 

従業員を守る 

従業員の雇用を守る 

二次災害の防止 

顧客と事前に共通目標を持つ 

目標復旧時間の達成 

事業所内で死者を出さない 被災した従業員への支援 



２．ＢＣＰ発動基準 

区分 内    容 

地震 Ａ 
宮城県沖地震（単独）、震度５弱以上、建物の損壊、設備の破損、 

ライフラインへの被害による経営資源の確保困難 

地震 Ｂ 

台風・水害 
暴風域圏内が予想される場合（気象庁発表の風速３３m/s（６４ノット）以上、 

川の氾濫等により懸念される場合または、行政より指示が出た場合 

火  災 火災による本社小火、全焼等々（警備会社のセキュリティ感知確認） 

感染症、 

その他 

インフルエンザ（フェーズ５～６／パンデミックス＝人の感染が広範囲に広
がっているのが認められた時） その他予期できぬ事態が生じた時 

宮城県沖地震（連動）、震度６弱以上、建物の損壊、設備の破損、 

ライフラインへの被害による経営資源の確保困難 
宮城県沖地震（連動）、震度６弱以上、建物の損壊、設備の破損、ライフ
ラインへの被害による経営資源の確保困難 



３．指揮命令系統図（１／２） 

初動対応（アクション１） 

地震発生 

総務部門 

渡邊 知彦 

サブリーダーは発生後約３０分以内待機 

阿部 里香 

安否システムの結果確認（従業員の安否）、被害状況（ダメージ・チェックシートでの確認）、 

連絡、電話対応、待機（休日の場合）                                                   
※休日の場合は本社へ集合（本社が使用できない場合は南社長宅へ集合） 

第１次情報報告（発生後、４５分以内に報告） 

第２次情報報告（発生後、９０分以内に報告） 

平成23年3月11日      
午後2時46分  

東日本大地震発生 
M9.0 



取締役 

宮崎 佳巳 

チームリーダー、サブリーダー本社へ集合、状況によりその居場から活動する 

解散 

発動基準未満で問題が無い 
報告 

緊急事態対策本部長 

（ＢＣＰ発動責任者） 

代表取締役 南 達哉 

チームリーダーが本部長へ報告→ 

活動対応（アクション２） 

３．指揮命令系統図（２／２） 

総務部門 

渡邊 知彦 

土木部門 

渡邊 秀悦 

建築部門 

川村 伸弘 

工事部門 

上田 敏美 

住宅部門 

社長直轄 

発動命令（目安９０分以内） 

従業員・家族安否 

担当 ２４時間以内 

本部機能・地域 
共活動担当 
４８時間以内 

公共事業担当 

４８時間以内 

顧客・協力会社 
担当 

４８時間以内 

顧客・協力会社 
担当 

４８時間以内 

作業サブリーダー 
阿部 里香 

作業サブリーダー 
阿部 里香 

作業サブリーダー 

亀谷 芳範 

作業サブリーダー 
武石 隆 
百々 徹 

作業サブリーダー 
三浦 二三男 

発動可能な従業員は、各部門長・サブリーダーの指示を受け活動をする 

3月11日14時57分発動命令(約11分後) 

同時優先をした 



安否システムによる情報 

 

 ← 
返事が戻ってきていない状況 



目標復旧時間の設定 

48時間以内 

24時間以内 

24時間以内 

72時間以内 

インフラ復旧協力体制づくり 
 
 
施工中現場の二次災害防止と被害報告 
 
 
施工物件の被害状況と顧客フォロー 
 
 
施工物件の応急措置完了 



緊急事態 
資源等 

地震 Ａ 地震 Ｂ 水害 

被害程度 復旧日数 被害程度 復旧日数 被害程
度 

復旧
日数 

自 
 
社 

従業員 一部有 有     

建物、会議室・倉庫 一部有 １５日 有     ３０日以上 

機械・装置 一部有 ５日 有     １０日 

工具・器具・備品 一部有 ５日 有     １０日 

車両等 一部有 ５日 有     １０日 

パソコン（システム含） 一部有 ５日 有     １０日 

その他 

関
係
企
業 

仕入先企業 一部有 ５日 有     １０日 

納品先企業 一部有 ５日 有     １０日 

取引先企業（輸送） 一部有 ５日 有     １０日 

協力会社 一部有 ５日 有     １０日 

その他 

イ
ン
フ
ラ 

電気 一部有 ６日 有     ６日 

ガス 一部有 ２２日 有     ５３日 

上水道 一部有 ２１日 有     ３０日 

下水道 一部有 ２５日 有     ５０日 

電話 一部有 ２日 有     ７日 

インターネット 一部有 ２日 有     ７日 

交通網、ＪＲ等々 一部有 ５日 有     １０日 

その他 有     ５４日 

緊急時の被害予測と実復旧日数(比較) 
地震Ｂは阪神・淡路大震災のデータを一部参考にしている。 

無 

（５日） 

（１５日） 

（５日） 

（１０日以上） 

（１０日以上） 

（１０日以上） 

（１０日以上） 

（５日） 

（２２日） 

（０日） 

（０日） 

（５日） 

（５日） 

無 

無 

無 

（想定外はエネルギー、例えばガソリン、軽油等） （３日） 



事業所が半壊、崩壊一時避難計画（壊滅的状況の場合）（１／２） 

避難計画 Ｍ７．３以上（阪神・淡路大震災時のマグニチュード）の場合を想定している。 

事業所から避難が必要な場合 本社屋が半壊、完全崩壊した場合 

集合場所 当社南側（４号線側）の駐車場スペースで一時避難 

 

避難時に採る 

べき措置 

土木部 

可能な限り速やかに現場、社屋等から避難する。 建築部 

工事部 

住宅事業
部 

可能な限りのお客様の誘導、そして避難する。※展示場脇の駐車場スペース
で避難。 

 

総務部 可能な限り一時避難の誘導をする。 

 

避難確認責任者 南達哉、宮崎佳巳 

上記代理責任者 各部門長 

集合確認責任者 総務部 

上記代理責任者 総務部以外の部門長 

避難解除責任者 南達哉、宮崎佳巳 

上記代理責任者 各部門長 

結果→避難ができた 

結果→避難ができた 

結果→避難ができた 

                                                            

結果→社屋内の社員を誘導した 



備  考 

 

第１次 

 速やかに避難すること 

   ↓ 

第２次 

 負傷者が出た場合は、病院への搬送（可能な限り試みる） 

   ↓ 

第３次 

 余震の回数が減少したら、代理事務所（社長宅）へ本部設置そして移動。 

 しかし、道路、橋が寸断された等々ほぼ壊滅的な状況の場合は第４次へ（公
共施 

 設への移動も困難な場合）。 

   ↓ 

第４次 

 当社の土地を可能な限り広く確保するため、社屋の撤去、整理。 

   ↓ 

第５次 

 自宅に戻れない従業員のため仮設テントの設置。食料、毛布など準備。 

 冬季の場合は、暖をとる準備をする。 

 

※避難経路は常時確保し、緊急時に逃げ遅れることのないよう最終責任者はチェックすること。 

実働状況の結果 
① 

② ③ 

負傷者は出なかった 

津波警報、道路が寸断等により代理事務所への移動が
できなかった 

事業所が半壊、崩壊一時避難計画（壊滅的状況の場合）（ ２ ／２） 



仮設テント(一時、仮本部とした) 
平成23年3月13日(日曜日)撮影 



平成23年3月15日(火曜日)撮影 



ガソリン、軽油不足が発生 !! 



想定外を如何に解決したか !! 

行政(若林区役所)より緊急車両のステッカーを作成して戴いた 

効果 
ガソリンが優先的に補給でき、社員も出社できるようになった 
その結果 応急対策工事の要請に多数対応ができた 

副作用 
上記方法を真似して緊急車両用のステッカーを偽造する 



ＢＣＰ導入による効果 

内    容 

当日 

○社員の安否確認ができた(数名) 

○ベースキャンプ(テント設営)の設置、本部として機能した 

○あらかじめリース会社とBCP発動に伴う締結をしていたため優先的な物資 

  の借り入れができた 

例：発電機等の導入により、テレビ、ラジオ等よりリアルな情報収集ができた   

     ストーブで暖をとり、温かい飲み物を社員へ提供できた、またパソコン、 

     携帯電話の充電 

○工事現場確認ができた 

○応急対策工事の要請に対応ができた 

翌日～数日間 

○社員の安否確認ができた(全員) 

○応急対策工事の要請に多数対応ができた 

○自社のホームページ(社員専用震災関連情報)よりリアルな情報が提供できた 

数ヶ月間 
○安定した資金繰り等により支払が遅れることなくできた 

○災害復旧工事等の業務を着実に受注できた 

http://www.kaiseikensetsu.com/
http://www.kaiseikensetsu.com/
http://www.kaiseikensetsu.com/


東日本大震災(3.11)の教訓を 
生かした策定が必要である 

今後の緊急時企業継続計画の策定について 



平成２４年６月２０日(水)掲載 



さらに 



経営戦略と連動した 
 

事業継続計画に取り組む 



ご清聴ありがとうございました。 

皆成建設株式会社 


